大阪市障がい者社会参加促進事業業務委託応募書類

大阪市障がい者社会参加促進事業業務の受託を希望する法人は、次の応募書類、必要書類を作成のうえ、各正本1部、副本7部(複写可)を提出してください。
なお、副本7部については、匿名性を確保するため、応募事業者の名称及び代表者氏名等事業者が特定される項目について、マスキング（匿名化）処理を行うこと。
応募様式

様式1  応募書
様式2  法人の概要

様式3  法人役員名簿

様式4  申立書

様式5  障がい者雇入れ計画書（障がい者法定雇用率未達成企業のみ）

様式6  障がい者社会参加促進事業業務を行うための基本方針
様式7  職員の採用と配置計画書

様式8  職員の研修体制

様式9  個人情報保護の取り組みと苦情解決体制

様式10  地域における活動実績
様式11  障がい者社会参加促進事業業務実施計画（案）
様式12  障がい者社会参加促進事業業務の具体的進め方
様式13  柔軟な対応などについて
様式14  収支計画書

※各様式において、欄が不足する場合は別紙の添付により説明していただいて結構です。ただし、添付は全てA4用紙サイズでお願いします。
その他必要書類

資料1 定款

資料2 登記事項証明書(履歴事項全部証明書) （提出日において発行から３か月以内の原本）

資料3 印鑑証明書（提出日において発行から３か月以内の原本）

資料4 法人税・消費税及び地方消費税に未納税がない証明書（税務署発行、その３の３納税証明書）、

　　　 法人市民税・固定資産税の納税証明書（市税事務所発行）

　　　 ※それぞれ令和６年10月以降に発行されたものであること。非課税等の理由で証明書が提出できない場合は、その旨を記載した「理由書」（様式任意）を提出すること。

資料5 事業報告書(令和５年度)

資料6 貸借対照表、損益計算書（事業活動収支計算表）、キャッシュフロー計算書（資金収支計算書）、
　　財産目録(それぞれ直近1ヵ年分)

資料7 事業計画書(令和６年度)、収支予算書(令和６年度) 

資料8 障がい者雇用状況報告書（公共職業安定所に提出義務のある者のみ）

資料9 就業規則

資料10 法人所轄庁による監査結果通知（直近のもの）及び当該通知に対して法人から所轄庁へ提出した改善報告書の写し
※既存施設内に開設を予定している場合、当該施設に対して実施された指導・監査結果通知
及び当該通知に対して法人から所轄庁へ提出した改善報告書の写しもあわせて提出すること。

資料11 法人の概要がわかるパンフレット等
(様式１)


令和　　年　　月　　日

大阪市長　様

（申請者）

所在地：
法人名：
代表者氏名：
大阪市障がい者社会参加促進事業業務の受託について、別紙の書類を添付して応募します。

	担当者氏名及び連絡先
	担当部署名


	
	担当者氏名


	
	電話番号


	
	Fax番号


	
	E-Mail


	
	ホームページアドレス


(様式2)

法人の概要

令和　　年　　月　　日現在

	法人名
	(フリガナ)

	
	

	代表者氏名
	

	主たる事業所の所在地
	〒



	設立年月日
	年　　月　　日
	従業員数
	　　　　　人（令和　　年　月現在）

	法人の沿革
及び

実施事業等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	関連法人名
	


(様式3)

法人役員名簿

	役職
	ふりがな

氏名
	年齢
	他の法人・団体を兼任している場合

	
	
	
	法人・団体名
	役職名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(様式4)

令和　　年　　月　　日

大阪市長　様

（申請者）

所在地：

法人名：

代表者氏名：

申立書
当法人は、次に掲げる事項について満たしていることを申し立てます。

　当法人の役員等〔法人の役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）を代表するものをいう。〕に次の各号に該当する者はおりません。

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当している者
２　大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者及び同要綱別表に掲げるいずれかの措置要件に該当している者
３　令和4・5・6年度本市入札参加有資格者名簿に登録している者については、参加申請時において、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けている者
４　令和4・5・6年度本市入札参加有資格者名簿に登録されていない者については、募集日初日現在において、連続して1年以上の営業実績の無い者、又は、納税義務者にあっては、消費税・地方消費税、市町村民税及び固定資産税を完納していない者
（様式5）

障がい者雇入れ計画書

	1 障がい者の雇用計画
人数
	人

	2 雇用計画の期間
	雇用予定時期
	人数

	
	　　　　　年　　　　月
	人

	
	　　　　　年　　　　月
	人

	
	　　　　　年　　　　月
	人

	3 就業予定場所等
	就業予定場所
	職種名
	人数

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	4 計画を実現するため
の具体的な取組み
	


※本計画書は障がい者法定雇用率未達成企業において作成すること。
上記のとおり障がい者の雇入れ計画については、確実に実施することとし、雇用後は速やかに報告します。

大阪市長　様

令和　　年　　月　　日

（申請者）

所在地：

法人名：

代表者氏名：

（様式6）

(法人名：




)

	障がい者社会参加促進事業業務を行うための基本方針

	１. 障がい者社会参加促進事業業務を受託希望する理由

	なぜ障がい者社会参加促進事業業務を受託希望するのか、他の業務等での実績を踏まえて記載してください。なお、本様式の作成にあたっては様式11と重複する部分があっても構いません。


	２. 障がい者社会参加促進事業業務を実施するにあたっての基本方針

	これまで他の業務で培ってきた業務実績を踏まえて、どのような基本方針のもとで業務を実施していくのか記載してください。


(様式７)

職員の採用と配置計画書

	１　職員の配置計画

	①全体計画

	

	
	職種等
	配置予定数
	

	
	
	現法人職員
	今後採用予定
	合　　計
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	· 非常勤職員は括弧書き外数で記載する。

	②各従事者の勤務体制

	

	
	
	氏名(職種等)
	常勤
	専任
	週休
	勤務時間
	

	
	1
	

()
	常勤
	専任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	2
	

()
	常勤
	専任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	３
	

()
	常勤
	専任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	４
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	５
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	６
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	７
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	８
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	９
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	
	10
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	４週　　休
	：　　～　　：
	

	

	③従事者の勤務表

	【勤務表】

	
	
	氏名(職種等)
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	

	
	1
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	４
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	５
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	６
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	７
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	８
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	９
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	10
	()
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	④欠員時や緊急・夜間の対応について　(現状及び予定)

	


	２　職員の履歴について

	①本事業にかかる責任者

	氏名
	

	保健福祉に関する職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	専任・兼務の別

(該当するものに○)
	専任 ・ 兼務

	備考
	


※備考欄に職員に関してアピールしたい点があれば記載する。
※資格を有する証明書(写し)を必ず添付すること。
	②その他の職員（職種名：　　　　　　　　　　　　　）

	氏名
	

	保健福祉に関する職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	専任・兼務の別

(該当するものに○)
	専任 ・ 兼務


兼務する職種　：

	備考
	


· 備考欄に職員に関してアピールしたい点があれば記載する。
· 資格を有する場合は証明書(写し)を必ず添付すること。
· ①以外の非常勤講師又はその他人員（アルバイトなど）が必要な場合に記載すること。
· 非常勤講師等の確保が予定の場合は、どういった講師（資格、実績など）を何名確保するかを記載すること。別紙等により記載も可能とする。
(様式8)

(法人名：




)

	職員の研修体制

	１．研修体制について

	障がい者への理解や配慮などを中心に、サービスの向上に繋がる良質な人材育成のために取り組んでいる措置（研修体系・資格取得や能力向上が認められた職員への処遇）を記載してください。（研修規程等を整備している場合は添付してください。）

(1) 研修体系

(2) 資格取得や能力向上が認められた職員への処遇



	２．研修実績

	昨年度中に実施した研修（外部研修への参加を含む）の内容（研修名・研修内容・受講対象職員・参加させた人数）を記載してください。また、研修内容の職員間の共有方法について、記載してください。



(様式9)

(法人名：




)

	個人情報保護の取り組みと苦情解決体制

	1.個人情報保護について　(適正な管理への取り組み・体制など)

	(1) これまでの取り組み

(2) 受託後の予定

(3) パソコンのセキュリティー対策について


	2.相談対応・苦情処理について　(取り組み・体制など)

	(1) 具体的に、組織体制・受付窓口・責任者・処理手続等を定めていますか。
(2) これまでにどのような苦情を受け、どのような処理をしたか具体的にお書きください。



※プライバシーポリシー・規程、マニュアル等を整備している場合は添付してください。

(様式10)

	地域における活動実績

	本業務については、市域全体での活動や取り組みを行っていただくとともに、より身近な地域での活動（例：各区単位での活動）に関しても、充実していくことを目的としています。
本様式では、障がい者やその家族の自発的な活動を支援してきた実績（イベント名称・実施場所・実施頻度・人数など）を記載してください。




(様式11)
(法人名：




)

	障がい者社会参加促進事業業務実施計画（案）
※様式６「障がい者社会参加促進事業業務を行うための基本方針」を踏まえ、具体的にお書きください。

	１．理解促進研修・啓発事業

	（業務実績）

（自己評価）

（今回提案する計画）




	２．自発的活動支援事業

	（業務実績）

（自己評価）

（今回提案する計画）




	３．社会参加支援事業

	（業務実績）

（自己評価）

（今回提案する計画）




 (様式12)

(法人名：




)

	障がい者社会参加促進事業業務の具体的進め方

	本業務では、障がいや障がいのある方の理解啓発活動及び障がい者の芸術文化活動又はスポーツ活動等への参加を通じ、身体障がい者の社会参加を促進していくことを目的としています。

本様式では、様式11で「今回提案する計画」として掲げた活動内容について、その具体的進め方（実施する活動内容、市民等へのアプローチから実施までの流れなど）について記載ください。同種の活動で流れが同じ場合は、まとめていただいて結構です。



(様式13)

(法人名：




)

	柔軟な対応などについて

	本業務では、障がい者の自発的活動を促進していくことが目的であり、その事業内容は、受託者によって様々なものが考えられます。そこで、当該法人が実施するにあたり、障がい者の自発的活動を支援していくうえで、どういった部分で柔軟な対応が取れるか、また、他の法人にはない特色（セールスポイントなど）がある場合は当様式に記載ください。なお、業務全体、各活動別など問いません。



受付番号














